

遺言書の概要

H2 現状の公正証書遺言書作成数の推移

遺言の中で、恐らくいま一番多く利用されてるのが公正証書遺言ではないでしょうか。まずは直近の公正証書遺言の作成に関するデータを見てみましょう。以下の表をご覧ください。

（引用サイト：日本公証人連合会HP「遺言公正証書の作成件数について」）
平成元年　4万941件　
平成2年　4万2,870件
…
…
…　
平成29年　11万0,191	
平成30年　11万471件　
令和元年　11万3137件　
令和2年　９万7700件

公正証書遺言の作成に携わる公証人が所属する日本公証人連合会の発表では、平成元年の作成件数は４０９３５件ですので、令和に入った現在では年間の作成件数が２倍以上にも増えています。このデータからも分かる通り、昨今相続に関して関心を持たれている方が非常に多いです。また遺言の種類の中でも公正証書遺言の作成の問い合わせはとても増えた印象を受けます。

なお、順調に上がり続けていた件数が令和２年になって急に下がっています。原因として考えられるのは自筆証書遺言の保管制度の開始やコロナウイルス蔓延によりご高齢者が外出を差し控えたものだと考えられます。

Ｈ２公正証書遺言を作成するメリット・デメリット
　公正証書遺言を作るときにメリットデメリットがあります。費用や手間など特徴的な部分がありますので確認してください。

　H３　公正証書遺言のメリット
　公正証書遺言の作成を望む方の公正証書遺言を選択された一番の理由は遺言の有効性にあると言えます。公正証書遺言は公証役場で公証人によって作成されるため要件不備で遺言自体が無効になることは通常考えられません。
自筆証書遺言や秘密証書遺言は遺言作成者が遺言の不備に気付かないまま作成されてしまい、わざわざ作成した遺言が無効になってしまう恐れがあります。他にも公正証書遺言のように公証人や証人のような第三者が作成に関与しない為、推定相続人の詐欺や強迫等の遺言作成者の真意でない遺言が作成されてしまう可能性もあります。
また、公正証書遺言は遺言作成者の死後、家庭裁判所による遺言の検認作業が省略されます。検認とは遺言が形式的に有効に作成されているかの調査のこといいます。自筆証書遺言（法務局保管を除く）では検認作業を省略できませんので、相続手続きにおいて若干ですが余計な手間が発生します。

このように公正証書遺言は確実に遺言を残したいときに効果を発揮します。また公証役場で管理されますので遺失や破棄、発見されないというような心配もありません。

　Ｈ３　公正証書遺言のデメリット
　逆に公正証書遺言のデメリットは、先述したように公証人や証人に自分の財産を公表しなくていけません。また、公証人、証人に手数料、報酬を払う必要がありますし、財産内容の調査、書類収集等、自筆証書遺言より作成に手間がかかりますし、時間もかかります。
そういった心配より確実に有効な遺言を作成したい方は公正証書遺言を選択すべきでしょう。

Ｈ２公正証書遺言を作る前にすべき２つのこと
　公正証書遺言を作る前に、まずは①財産の洗い出し、②財産を渡したい人を決める、この２つを事前に行うようにしてください。考えが決まっていないのにいきなり専門家へ相談をすると、次に進めることができません。

　Ｈ３財産の洗い出し
　　まずは遺言者自身の財産の洗い出しから行いましょう。主な財産としては、預貯金、不動産、株式です。特に預貯金については、通帳等を確認しながら定期預金を含めて現在の残高も確認してください。

・預貯金…通帳を確認します。
・不動産…毎年届く「固定資産税納税通知書」を確認します。
・株式…毎年証券会社から届く「取引残高報告書」を確認します。

　Ｈ３財産を渡したい人を決める
　上記で洗い出した財産をもとに、遺言者自身が誰に財産を渡したいのか決めていただきます。こればかりは、第三者が決めることができませんので、予め確定するようにしましょう。とりあえず、仮で決めるだけですので、以下のようなざっくりとした形でよろしいかと思います。（詳細は専門家と相談しながら決めていけばいい。）

なお、財産の承継先を決めるコツの一つとしては、金額の指定はしないで割合で指定することです。将来そのお金が残るか不確実だからです。

H2　公正証書遺言作成の必要書類
　必要書類は以下の通りです。
※ただし、事案により更に書類が必要になる場合があります。

・遺言作成者本人の印鑑証明書（発行から３ヶ月以内）
・遺言作成者と相続人との続柄がわかる戸籍謄本
・相続人以外の人に遺贈する場合は、その人の住民票
・財産資料一式
　※預貯金の場合は、通帳など。
　※株式の場合は、取引残高報告書など。
　※不動産の場合は登記事項証明書と固定資産税の課税明細書など。

公証役場によって必要書類が若干異なるようなので、事前に確認をされた方がいいと思います。

	
H2　証人はどのように用意する？専門家に依頼するメリットは？
　公正証書遺言作成時には口述に立ち会うことができる証人２名の用意が必要です。相続の関係者や、親族だと証人欠格に該当する場合がありますので、通常は全く関係のない第三者の証人を探す必要があります（民法第９７４条参照）。
なお、当事務所にご依頼をいただいた場合には、当事務所の資格者と事務員を証人に立てます。
	
　民法第９７４条（証人及び立会人の欠格事由）

次に掲げる者は、遺言の証人又は立会人となることができない。
１　未成年者
２　推定相続人及び受遺者並びにこれらの配偶者及び直系血族
３　公証人の配偶者、四親等内の親族、書記及び使用人

　H3　専門家が証人になるメリット
　専門家に遺言作成を依頼した場合、通常はその専門家自身が証人となります。
証人の欄に国家資格者名が入ることで箔が付きますから、第三者に依頼をして正式に作られた内容である印象が出ることで相続人同士の紛争予防に役立ちます。


　H3証人代行を依頼する場合の相場費用
公正証書遺言の証人を選ぶ際、以下3つの依頼先が考えられます。
・ 行政書士や司法書士、弁護士などの士業
・ 公証人役場
・ 知人
　　　それぞれの費用の目安を説明しますから、証人を選ぶときの参考にしてください。

Ｈ４行政書士や司法書士、弁護士に依頼する場合
一番安心して頼めるのが、行政書士・司法書士・弁護士などの士業です。守秘義務がありますから、遺言の内容を絶対に外に漏らしたくないという方におすすめです。

費用の目安：1人当たり1万円

Ｈ４公証人役場で紹介してもらう場合
　頼める人がなかなか見つからないという場合には、公証役場で証人を紹介してもらうことができます。
費用は公証役場によって違いますから、事前に問い合わせてみると良いでしょう。

費用の目安：1人当たり6,000円～7,000円

Ｈ４信頼できる知人にお願いする場合
遺言の内容を知られても大丈夫な知人で、口が堅く内容を漏らすことがないだろうと信頼できる人が身近にいる場合には、その人に証人をお願いすることもできます。
相場から考えた適当なお礼の金額としては下記のようになるでしょう。

費用の目安：1人当たり5,000円～1万円
 

上記のように、依頼先によって費用に差があります。他にも、証人が公証役場に行くときの交通費も別途かかります。


H2　公正証書遺言作成と専門家の役割
　公正証書遺言の原案作成を専門家に依頼をしたいと考えた場合、司法書士・行政書士・弁護士といった法律系国家資格者に相談をするのが一般的です。
費用面や専門性から依頼先を判断するのが一番です。詳しくは、こちらの記事で解説をしているので参考にしてください。
一応の基準としては、相続が発生したら確実に揉めることがわかっているなら弁護士に依頼をし、それ以外の場合では、遺言作成業務に慣れた司法書士や行政書士に依頼をするのがベストだと思います。

なお、当事務所の公正証書遺言の作成業務はこちらになります。料金等が書かれていますので依頼の目安にしてください。

　H3専門家は公証役場との調整役
　
実務では代理人（司法書士や行政書士）があらかじめ遺言作成者の話を聞いておき、その趣旨に沿って遺言の文案を作成します。そして前もって公証人と打ち合わせをして進んでいくため遺言作成者の手間や負担は少ないです。

公証人の先生とお話をすることが多いのですが、専門家が間に入っている方が原案の手直しもなく書類上の不備も少ないため、公証人の立場としてもできれば専門家を間に入れてほしいのが本音のようです。

　
Ｈ２横浜市内で遺言書作成を依頼する費用相場は？依頼先は？
横浜市内で遺言書作成を依頼する場合、一般的な費用は次の通りです。おおむね１０万円程度が平均相場と言えそうです。また弁護士に比べ司法書士、行政書士は費用を抑えることができます。証人代行を依頼する場合は料金に含まれているパターンと含まれてないパターンがあり、多くの事務所では証人費用は別で請求するようです。
　
　Ｈ３　遺言書作成の費用相場の具体例
　横浜市内では様々な士業事務所が遺言書作成をサポートしています。具体的な金額は各事務所にお問い合わせください。

・横浜市内のA司法書士事務所：１０万円～
・横浜市内のB行政書士事務所：７万７０００円（証人費用は別、打ち合わせ回数は１回）
・横浜市内のC弁護士事務所：１６万５０００円（証人費用込み）

　H３遺言書作成の相談ができる機関
　遺言書を作りたい場合には次のような機関にご相談ください。各機関のご案内と特徴を
まとめました

１）金融機関
「安心感なら金融機関」
金融機関では「遺言信託」というサービスで遺言書の作成から遺言書の保管、相続開始後の遺言執行業務まで対応しております。どの専門家に頼むか悩むよりも、金融機関という安心感があり、担当者が遺言書作成の相談に対応してくれます。一方で費用が高い（遺言執行業務と合わせて最低１５０万円以上）、トラブルが想定される遺言書には対応してくれないというデメリットがあります。

２）弁護士事務所
「相続トラブルは弁護士」
法律問題は弁護士というイメージを持たれている方が多いと思います。他の専門家と大きく違うのは、トラブルが起きてしまったときに代理人として相手方と交渉したり、調停や裁判ができることであります。すでに遺言書をめぐってトラブルが起きる可能性が高いケースや相続開始後のトラブルに対応してもらう先として最適と考えられますが、一方で費用は高いというデメリットもありますし、弁護士なら誰でもというわけではなく、相続専門の弁護士でないとトラブルになることもありますのでご注意ください。

３）税理士事務所
「相続税のことなら税理士」
税理士は遺言書作成に業務上対応しておりません。当相談室では、あくまで相続税の専門家として、遺言書作成前に、別途相続税のシミュレーションを税理士に依頼して、相続税の観点から遺言書の内容に反映させています。

４）司法書士事務所
「権利関係が複雑な不動産があるなら司法書士」
遺言書作成相談において行政書士と大きな違いはありませんが、不動産登記の専門家として複雑な不動産の権利関係がある場合、不動産の相続方法や適切な遺言書の起案に対応できます。費用は金融機関や弁護士に比べて割安です。


　H３横浜エリアで遺言書作成を取り扱う相続専門家や銀行のご紹介
横浜エリアでは様々な相続専門家や機関が遺言書作成を取り扱います。その中で信頼できる専門家などをご紹介します。

１）さかえ司法書士事務所
神奈川県横浜市神奈川区青木町7番地6
広洋フォルム横浜302
https://www.office-sakae.com/menu/

２）江崎純子行政書士事務所
横浜市中区尾上町６－８７－１
ダイムラービル
https://ezaki-office.net/

３）行政書士横浜みなとリーガルサービス
横浜市南区堀ノ内町一丁目１－２
http://ym-legalservice.com/

４）横浜銀行
横浜市 西区みなとみらい3丁目1番1号
https://www.boy.co.jp/kojin/souzoku/yuigon/index.html

５）三菱UFJ銀行
横浜市西区北幸１－１１－２０
https://www.bk.mufg.jp/sonaeru/souzoku/igonsintaku/index.html




H2遺言公正証書を作成できる公証役場一覧

博物館前本町公証役場
〒231-0005
横浜市中区本町６－５２　本町アンバービル５Ｆ
電話：０４５－２１２－２０３３

横浜駅西口公証センター
〒220-0004
横浜市西区北幸１－５－１０　ＪＰＲ横浜ビル４階
電話：０４５－３１１－６９０７

関内大通り公証役場
〒231-0047 横浜市中区羽衣町２－７－１０　
関内駅前マークビル８階
電話：０４５－２６１－２６２３

みなとみらい公証役場
〒231-0011 横浜市中区太田町６－８７　
横浜フコク生命ビル１０階
電話：０４５－６６２－６５８５

尾上町公証役場
〒231-0015
横浜市中区尾上町３－３５　横浜第一有楽ビル８階
電話：０４５－２１２－３６０９

鶴見公証役場
〒230-0051
横浜市鶴見区鶴見中央四丁目３２番１９号鶴見センタービル２０２号室
電話：０４５－５２１－３４１０

上大岡公証役場	〒233-0002
横浜市港南区上大岡西１－１５－１
camioビル４階４０３－２号室
電話：０４５－８４４－１１０２

藤沢公証役場
〒251-0025
藤沢市鵠沼石上２－１１－２　湘南Ｋビル１階
電話：０４６６－２２－５９１０

川崎公証役場
〒210-0007 川崎市川崎区駅前本町３－１ NMF川崎東口ビル１１階
電話：０４４－２２２－７２６４

溝ノ口公証役場
〒213-0001 川崎市高津区溝口３－１４－１　田中屋ビル２階
電話：０４４－８１１－０１１１

横須賀公証役場
〒238-0006
横須賀市日の出町一丁目７番地１６
よこすか法務ビル２０２号室
電話：０４６－８２３－０３２８

小田原公証役場
〒250-0011 小田原市栄町１－８－１　Ｙ＆Ｙビル６階
電話：０４６５－２２－５７７２

平塚公証役場
〒254-0807平塚市代官町９－２６　Ｍ宮代会館４階
電話：０４６３－２１－０２６７

厚木公証役場
〒243-0018厚木市中町３－１３－８　アイリス・ヴェール１４１　２階
電話：０４６－２２１－１８１３

相模原公証役場
〒252-0231
相模原市中央区相模原４－３－１４　相模原第一生命ビルディング５階
電話：０４２－７５８－１８８８









H２　プラン料金

お客様の支払い総額：プラン料金13万7,500円＋実費
当所では下記の実費とプラン料金以外に一切費用をいただきません。

実費はご自身で手続きをする場合であっても必ずかかる費用です。実費の合計金額は相続案件毎に異なります。以下で実費の具体例を示します。自治体や取得時期により金額は異なりますので、あくまでも参考資料として留めてください。

H3　実費①　公証役場費用
公正証書遺言は自筆証書遺言と違い手数料や証人への報酬が発生します（但し、遺言作成者が証人を探せば報酬は必要ありません）。公証役場に支払う手数料は以下の通りです。


	遺言に記載する財産の価額
	手数料

	１００万円まで
	５０００円

	２００万円まで
	７０００円

	５００万円まで
	１１０００円

	１０００万円まで
	１７０００円

	３０００万円まで
	２３０００円

	５０００万円まで
	２９０００円

	１億円まで
	４３０００円



H3　実費②　戸籍や住民票　



H3　実費③　評価証明書
